
IDJ協会定款 – Italian Design in Japan 
 
 
第1編 ― 名称、所在地及び存続期間 
 
第1条 ― 名称 
1 2025年9月9日、民法第36条以下の規定に基づき、「イタリアデザイン in ジャパン協会」(略称IDJ、

www.idj.jp)という名称の協会を設立する。 
2 本協会は、独立、無党派、非政治的、非宗教的かつ非営利の団体とする。 
3 IDJは、広報上の必要性及び国際的な文脈において、英語名称「Italian Design Association in 

Japan」を使用することができる。 
 

第 2 条 ― 所在地 

1 本協会の法定所在地は、会長の住所である日本国東京都港区南麻布 1-5-36-1003（郵便番号
106-0047） に置く。 
2 理事会の正当な決議により、同一市内において所在地を移転することができる。 
3 協会目的の達成のため、理事会は日本国内の他の地域又は海外に支部、代表部又は事業拠点を設
置又は廃止することができる。これにより本定款の変更を要しない。 

 
第3条 ― 存続期間 
1 IDJの存続期間は無期限とする。 
2 解散は、本定款に定める多数決により、会員臨時総会においてのみ決議することができる。 
 
 
第2編 ― 目的及び活動 
 
第4条 ― 目的 
1 IDJは、日本におけるイタリアデザイン文化の振興、価値向上及び保護を目的とし、イタリアと日

本の間の文化的、職業的及び学術的交流を促進し、デザインの倫理的、美的及び文化的価値の
普及に貢献する。 

2 特に本協会は以下の事項を目指す: 
⁃ デザイナー、企業、大学、機関及び一般市民の間で、イタリアデザインに関する知識と評

価を高めることを目的とした会合及び対話の機会を創出すること 
⁃ イタリア及び日本のデザイナー、研究者、企業間の協力を促進し、研究、革新及び実験の

共同プロジェクトを支援すること 
⁃ セミナー、ワークショップ、マスタークラス、コース及びその他の教育活動を通じて、デ

ザイン分野における専門教育及び継続的な能力開発を推進すること 
⁃ 規範、ベストプラクティス及び倫理規定の普及を通じて、また必要に応じて保護機関への

参加又は設立を通じて、デザインの法的及び倫理的保護を支援すること 
⁃ 文化的、経済的及び社会的発展の要因として、また環境の持続可能性及び社会的包摂の手

段として、デザインの重要性について市民社会の意識を高めること 
⁃ デザイン及び文化に関する国内外の機関、団体及び組織において会員を代表し、地方及び

国の当局との対話を促進すること 
 
第5条 ― 協会の活動 
1 本協会は、その目的達成のため、直接又は委託された団体及び専門家を通じて、以下の活動を実施

することができる: 
⁃ デザインに関連する展覧会、レビュー、コンクール、賞、会議、大会、見本市、フェステ

ィバル及びその他の文化的又は科学的イベントを企画及び後援すること 
⁃ イタリアデザイン文化を普及し、イタリアの卓越性を促進するために、調査、市場調査、

出版物、ドキュメンタリー及び編集活動を実施すること 

http://www.idj.xn--jp)-u63bk8ioe3bwqmcx071c7ukxicvu1u8xchu3g./


⁃ 会員及び第三者に対して、協会目的に沿ったコンサルティング、研修、個別指導及びメン
タリングサービスを提供し、専門的能力の認証及び価値向上に貢献すること 

⁃ イタリア、日本又は他国の公的機関、学術機関、企業及びその他の協会と、共通の関心事
に関するプロジェクトで協力するための協定、覚書及びパートナーシップを締結する
こと 

⁃ イタリアから日本へ、日本からイタリアへの学生、専門家及び研究者のための交換プログ
ラム及び研修インターンシップを推進すること 

⁃ スポンサー及びパートナーを通じて、協会の活動及び会員のプロジェクトを支援するため
の資金調達イニシアチブを企画すること 

⁃ 協会目的に合致し、現行法規を遵守する限りにおいて、上記に関連又は付随するあらゆる
活動を実施すること 

2 本協会は、協会目的の実現のために必要と認められるあらゆる動産、不動産、商業、金融及び銀行
取引を実施することができる。ただし、主たる商業活動は除外し、収益を生む活動については
別途会計処理を行う義務を負う。 

 
 
第3編 ― 会員 
 
第6条 ― 会員 
1 本定款及び内部規則に留保なく同意し、協会の目的を共有しその実現に努める、成年の個人、法人、

協会、企業、公的及び私的団体は、IDJの会員となることができる。 
2 すべての会員は、理事会が定める年会費の支払義務を負い、次条に定める会員区分に従い、同等の

利及び義務を有する。 
3 協会への参加は個人的又は代表者を通じて行われ、第三者に譲渡することはできない。参加の一時

性は認められない。 
 
第7条 ― 会員区分 
本協会は以下の会員区分により構成される: 
1 正会員 
建築、デザイン、グラフィック、写真又は関連分野において活動し又は関心を有するイタリア人又は
イタリア語話者である個人で、本協会の目的を共有する者。協会活動に積極的に参加し、理事会が定
める通常年会費を納入する。 
2 ジュニア会員 / 学生会員 
35歳未満の個人、又は協会の目的に関連する大学課程、修士課程若しくは専門学校に在籍する者。減
額された会費で協会活動に参加できる。 
3 プロフェッショナル会員 
イタリア、日本又は国際的に実現された学位、出版物又はプロジェクトにより証明される、当該分野
における確立された専門的経験を有する正会員。理事会の委任により、公式イベントにおいて協会を
代表することができる。 
4 賛助会員 
第1項に規定する分野で直接活動していないが、経済的貢献、スポンサーシップ、寄付又はその他の
形態の支援により協会を支援する企業、団体、協会又は機関。年会費及び参加方法は理事会が決定す
る。 
5 名誉会員 
日本におけるイタリアデザイン文化の普及及び価値向上に対する功績又は重要な貢献により特筆され
るイタリア、日本又は他の国籍の著名人。理事会により任命され、原則として年会費の支払が免除さ
れる。 
 
第8条 ― 入会 
1 協会への入会を希望する者は、理事会に対し、自身の情報、希望する会員区分及び本定款並びに協

会機関の決議を遵守する旨の誓約を明記した書面(電子的形式を含む)による申請を提出しな
ければならない。 

2 理事会は、受領後30日以内に、出席者の過半数により入会申請について決定する。 



3 入会承認の通知により、申請者は年会費の納入により、会員としての資格を完全に取得する。 
 

第 9 条 ― 会員の 利及び義務 

1 会員は以下の 利を有する: 
 1 総会に参加し、（当該 利を有する区分に属する場合）投票を行い、協会役職に対する選挙
及び被選挙 を行使する 利 
 2 協会の活動に関する情報を受け取り、本定款に従って協会が提供するサービス及び機会を利用
する 利 
 3 協会機関に提案及び意見を提出し、定められた方法により総会の招集を要請する 利 

2 会員は以下の義務を負う: 
 1 本定款、規則及び協会機関により適法に採択された決議を遵守すること 
  なお、会員はデザイナー、建築家、写真家、グラフィックデザイナー、Web デザイナー、アー
ティスト、クリエイターその他関連分野の専門家及び関係者で構成される。 
 2 理事会が決議した年会費及び負担金を期限内に納入すること 
 3 協会目的の実現に協力し、協会のイメージ及び価値観に合致した行動を維持すること 

3 会員資格は個人的なものである。会員と協会の間の紛争は、調停委員会に、又は調停委員会が存
在しない場合は総会の判断に付託される。 

 
第10条 ― 会員資格の喪失 
1 会員資格は以下の事由により喪失する: 
1 任意の退会:会員は理事会への書面による通知により、いつでも退会することができる。退

会は当該事業年度の終了時に効力を生じる 
2 滞納:催告後、連続する2事業年度の年会費不払いは、自動的な資格喪失をもたらす 
3 除名:本定款、規則の重大な違反又は協会に道徳的若しくは物質的損害をもたらす行為につ

いて、弁明の機会を与えた上で、理事会により決議される 
4 死亡又は活動の終了(団体の場合) 
2 除名された会員は、措置の通知から30日以内に調停委員会に異議を申し立てることができる。 
3 会員資格の喪失は、納入済会費の返還を受ける 利又は協会財産に対する請求 を生じさせない。 
 
 
1 第4編 ― 協会機関 
 
第11条 ― 機関 
1 協会の機関は以下のとおりとする: 
1 会員総会 
2 理事会 
3 会長及び副会長 
4 監査機関(任命された場合) 
5 調停委員会(設置された場合) 
6 部門及び地域代表部諮問委員会(設置された場合) 
2 すべての協会役職は無償で遂行されるものとする。ただし、事前に承認された経費の実費精算は除

く。 
 
第12条 ― 会員総会 
1 総会は協会の最高意思決定機関である。全会員を代表し、本定款に従って採択された決議は、すべ

ての会員を拘束する。 
2 総会は通常総会又は臨時総会とすることができる。 
3 通常総会は以下を行う: 
1 予算案及び決算並びに実施済活動及び予定活動に関する理事会の報告を承認する 
2 定められた方法に従い、理事会、監査機関及び調停委員会の構成員を選出する 



3 理事会が提案する内部規則について審議し決議する 
4 議題に記載されたその他の事項について討議し決議する 
4 臨時総会は、定款の変更、協会の解散及び清算人の任命について決議する。 
5 総会は、理事会の決議により、会長が、決算承認のため年1回以上、また会員の少なくとも3分の1

又は監査機関が要請する場合はいつでも招集する。 
6 招集は、日時、場所及び議題を含む書面による通知(電子メールを含む)により、指定された日の少

なくとも15日前までに送付することにより行われる。 
7 総会は、第一回招集において、議決 を有する会員の半数以上の出席又は代理により有効に成立す

る。第二回招集は、第一回招集の少なくとも1時間後に同日に開催することができ、出席者数
を問わない。 

8 通常総会の決議は出席者の過半数により採択される。臨時総会の決議は、第一回招集において議決
を有する会員の3分の2以上の賛成、第二回招集において出席会員の過半数の賛成により採
択される。 

9 議決 を有する各会員は、書面による委任状により他の会員に代理させることができる。各会員は
3名を超える委任状を保有することはできない。 

10 総会の会議は、参加者の本人確認、討議へのリアルタイムでの参加の可能性及び議決 の行使
が保証される限り、対面又は電子的手段により開催することができる。 

11 総会の会議については、会長及び書記が署名し、所定の議事録簿に記録する議事録を作成しな
ければならない。 

 
第13条 ― 理事会 
1 理事会は、議決 を有する会員の中から総会により選出される最大12名の構成員により構成される。

任期は3事業年度とし、再選可能とする。 
2 理事会は、就任時に内部から以下を選出する: 
1 会長:第三者及び訴訟において協会を法的に代表する 
2 副会長:会長の不在又は支障がある場合に会長を代理する 
3 書記:会議の議事録を作成し、協会帳簿の管理を行い、会員との連絡を維持し、決議の執行

を行う 
4 会計:金庫を管理し、会計処理を行い、予算案及び決算を作成し、会計帳簿を最新の状態に

維持する 
3 理事会は、会長が適切と認める場合、又は理事の少なくとも3分の1が要請した場合に、会長により

招集される。招集は、会議の少なくとも5日前(緊急の場合は2日前)までに送付される書面に
よる通知により行われる。 

4 理事会の会議は、在任構成員の過半数の出席により有効に成立し、出席者の過半数により決議する。
可否同数の場合は、会長の票が優先する。 

5 理事会の会議は、総会について定められた条件に従い、電子的手段によっても開催することができ
る。 

6 理事会は、本定款により総会に明示的に留保された 限を除き、協会の通常及び臨時の管理に関す
るすべての 限を有する。特に: 

1 総会の決議の執行を行う 
2 予算案及び決算を作成し総会に提出する 
3 内部規則を提案しその適用を行う 
4 会員の入会及び除名について決議する 
5 作業委員会及び地域代表部を任命し、その任務を決定する 
6 年会費及び臨時負担金の額を決定する 
7 事業拠点及び代表部の開設について決定する 
8 総会又は法律により他の機関に明示的に留保されていないその他の事項について決議する 
7 1名以上の理事が退任した場合、理事会は次点者の補欠選任を行う。このように任命された理事は、

理事会の任期満了まで在任する。同時に半数を超える構成員が退任した場合、理事会全体が失
効したものとみなされ、30日以内に新たな選挙のため総会を招集しなければならない。 

8 協会の発起人及び創設者としての役割を認め、Matteo Belfioreは、恒久的諮問機能を有する理事
会の当然構成員とする。彼は発言 を有して理事会の会議に参加し、協会の元来のビジョン、
ミッション及び目的の継続性を保証するため、協会のすべての戦略的決定について意見及び勧



告を表明することができる。この特 は、協会機関の更新とは無関係に存続し、選挙の対象と
ならない。 

9 理事会構成員は、定款上の目的の達成に貢献し、会議及び協会活動に積極的に参加する義務を負う。 
10 理事の職は、以下の場合に早期に解任することができる: 
1 a) 1年間における理事会の会議又は公式活動の50%以上の正当な理由のない欠席 
2 b) 理事会の円滑な機能又は協会活動の実現を損なう明白な無関心又は長期にわたる不活

動 
3 c) 協会の原則、価値又は目的に反する行動 
4 d) 理事の少なくとも3分の1により提出され、理事会構成員の絶対多数により承認された、

理由を付した不信任動議 
不信任動議は、理由及び証拠又は裏付けを示して書面により提出し、討議の少なくとも5日前までに
当該理事に通知しなければならない。動議が承認された場合、理事は直ちにその職を失う。理事会は、
同一会議又は後の会議において、次回の会員総会における承認又は新たな選挙まで在任する暫定代理
者の任命を行う。 
11 理事会内で可否同数の場合、会長の票は2票に相当する。この規定は、辞任又は失職により在

任理事の数が偶数となった場合にも適用される。 
 
第14条 ― 会長 
1 会長は、第三者及び訴訟において協会を法的に代表し、協会の文書に署名し、総会及び理事会を招

集し主宰する。 
2 会長は、理事会及び総会の決議を執行する。緊急の場合は、最初の適切な会議における承認を条件

として、理事会の 限を行使することができる。 
3 不在又は支障がある場合は、副会長により代理される。 
4 会長は、理事会の適切な決議により、特定の機能を1名以上の理事又は会員に委任することができ

る。 
 
第15条 ― 監査機関 
1 総会は、必要と認める場合又は現行法規により定められている場合、法定監査人登録簿に登録され

た1名又は3名の正構成員及び2名の補欠構成員により構成される単独又は合議制の監査機関
を任命することができる。 

2 監査機関は3事業年度在任し、1回のみ再任可能とする。 
3 監査機関は、法律及び定款の遵守、適正な管理、組織的、管理的及び会計的構成の適切性、並びに

正しい経営原則の遵守を監視する。監査機能に任命された場合は、法定会計監査を実施する。 
4 議決 なしに総会及び理事会の会議に参加し、決算承認時に総会に提出する年次報告書を作成する。 
5 監査機関は、経営上の重大な不正が発生した場合、総会を招集することができる。 
 
第16条 ― 調停委員会 
1 総会は、理事会の提案により、少なくとも5年の経験年数を有する正会員又は名誉会員の中から選

出される3名の構成員により構成される調停委員会を設置することができる。 
2 調停委員会は3事業年度在任し、内部から委員長を選出する。 
3 協会機関又は関係会員の要請により、定款及び規則の解釈又は適用に関する会員間又は会員と協会

の間の紛争を解決する 限を有する。 
4 調停委員会は構成員の過半数により決定する。決定は非制度的仲裁の性質を有し、当事者を拘束す

る。 
 
第17条 ― 部門及び代表部諮問委員会 
1 異なるテーマ別及び地域別領域における活動の調整を確保するため、理事会は、部門(例:企業、専

門家、教育、文化)及び日本の異なる都道府県における地域代表部を設置することができる。 
2 諮問委員会は、部門責任者、地域代表者及び理事会構成員により構成される。 
3 諮問委員会は諮問機能を有する。活動の進捗状況を討議し、理事会に提出する提案を作成するため、

年2回以上会議を開催する。 
4 部門及び代表部の設置及び機能の方法は、理事会が承認する規則により定められる。 
 



 
第5編 ― 財産及び経済的資源 
 
第18条 ― 財産 
1 協会の財産は以下により構成される: 
1 協会の所有となる登録及び未登録の動産、不動産 
2 財産への帰属を明示的に指定された、公的若しくは私的団体、個人又は法人からの拠出金、

交付金、寄付及び遺贈 
3 理事会の決議により余剰金から構成される準備金 
2 財産は、定款上の目的の達成及び債務の補填のためにのみ使用される。法律により義務付けられる

場合を除き、いかなる形態においても会員に分配することはできない。 
 
第19条 ― 経済的資源 
1 協会の経済的資源は以下により構成される: 
1 年会費 
2 会員、自然人、公的及び私的団体からの任意の拠出金 
3 国際機関、イタリア国、日本国政府及びその他の公的機関からの拠出金 
4 制度上の目的と両立する商業的及び生産的な周辺活動並びにサービスの提供から生じる収

益 
5 広報活動、催事、イベント及び資金調達から生じる収入 
6 現行法規により認められ、協会目的と両立するその他のあらゆる収入 
2 協会の収入及び経営余剰金、並びにこれらにより構成される基金及び準備金は、制度上の活動及び

関連活動の実現のために使用されなければならない。利益又は経営余剰金の直接的又は間接的
な分配は禁止される。 

3 収益を生む活動については別途会計処理を行う。 
 
第6編 ― 予算 
 
第20条 ― 事業年度 
1 事業年度は毎年1月1日に開始し、12月31日に終了する。 
2 各事業年度の終了後、理事会は、事業年度終了後4か月以内に総会の承認を得るため、決算(貸借対

照表、損益計算書、注記及び経営報告書)及び次年度の予算案を作成する。 
3 予算案は、承認のために招集された総会の少なくとも15日前までに、監査機関が任命されている場

合はその報告書とともに、会員が利用できるようにしなければならない。 
4 利益又は経営余剰金の分配は禁止される。余剰金が生じた場合は、制度上の活動に使用するか、準

備金に積み立てなければならない。 
 
第21条 ― 協会帳簿及び会計 
1 協会は以下の帳簿を備える: 
1 会員名簿 
2 総会議事録簿 
3 理事会議事録簿 
4 監査機関及び調停委員会の議事録簿(設置されている場合) 
5 現行法規により定められた会計及び税務帳簿 
2 協会帳簿は書記が管理し、正当な理由により要請する会員が閲覧できる。理事会は、証明された機

密性の理由により閲覧を拒否することができる。 
 
 
第7編 ― 解散及び財産の帰属 
 
第22条 ― 解散 
1 協会の解散は、議決 を有する会員の少なくとも5分の3の賛成により、臨時総会において決議され

る。 



2 解散の場合、総会は、その 限を定めて、1名以上の清算人を任命する。 
3 すべての資産及び負債の清算が完了した後、残余財産は、総会の指示により、法律により課される

別の帰属先がない限り、類似の目的を追求する団体若しくは協会又は公益目的に帰属させる。
海外におけるデザイン振興に従事するイタリアの組織を優先する。 

 
第8編 ― 最終規定 
 
第23条 ― 準拠法 
1 本定款に明示的に定めのない事項については、イタリア民法の規定、協会に関する法律の規定及び、

適用可能な場合は、非営利団体に関する日本法の規定を適用する。 
2 理事会が承認し総会が批准する内部規則は、定款と矛盾しない限り、定款に規定されていない運営

面を規定する。 
 
第24条 ― 追加規定 
1 デジタル通信及び招集 会員と協会の間のすべての通信は、入会申請、協会機関の招集及び議事録の

送付を含め、法律に別段の定めがない限り、受領を保証するのに適した電子メール、PEC又
はその他のデジタルシステムによっても行うことができる。 

2 個人データの保護 協会は、イタリア及び日本における個人データ保護に関する現行法規に従い、会
員の個人データを取り扱う。当該データは、協会活動に関連する目的のためにのみ使用され、
本人の同意なしに第三者に開示されない。 

3 利益相反 特定の決議に関して利益相反の状況にある理事会及びその他の協会機関の構成員は、これ
を申告し、投票を棄 する義務を負う。 

4 退任理事の補充 1名以上の理事が退任し、次点者の補欠選任を行うことができない場合、理事会は、
欠員となった構成員の新たな選挙を行うため、速やかに総会を招集する。 

5 協会の名称及びロゴ 協会の名称、略称及びロゴは保護される。第三者によるその使用は、理事会の
事前の承認がある場合にのみ認められる。各会員は、職業活動において会員としての資格を示
すことができる。 

6 透明性 協会は、特に会員が正当な理由により要請した場合に利用できるようにする、経済報告書、
機関の議事録及び内部規則について、適切な公表及び透明性を確保する。ただし、機密性を尊
重する。 

7 電子的参加 理事会及びその他の合議機関の会議は、参加者の本人確認、実効的な参加及び議決 が
保証される電子的手段によっても開催することができる。 

 
以上 

 

この規約の記載内容について、事実と相違ないことを証明します。 

■ はい 
□ いいえ 

東京都港区南麻布 1-5-36-1003 
Matteo Belfiore（代表者） 

印 

 


